
いずれかの取組を

「検討済み」又は

「検討段階である」

と回答

1232自治体

(69%)

いずれの取組も

「検討していない」

と回答

556自治体

(31%)

(N=1788)

○「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン（平成30年7月公表）」に示す５つの取組のうち、いずれかの取組につ
いて、令和7年7月末時点で「検討済み」又は「検討段階である」と回答したのは1,232自治体(約69%)。

○前年度と比較すると、「検討済み」又は「検討段階である」と回答した自治体は、30自治体増えている。
R６：1,202自治体（約67％）→ R７：1,232自治体（約69％）

＜調査概要＞
・調査時点：令和7年7月末時点
・調査対象：全国の都道府県及び市区町村（1788自治体）を対象に調査し、1788自治体（100％）から回答

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■取組全体の検討状況

復興まちづくりにおいて、どのような体制で、どの部署が主体と
なって進めていくのかを明確に決めておく。

復興体制の事前検討

どのような対応が、どのような時期に生じるのかを把握、整
理し、どのような手順で実施していくのかを決めておく。

復興手順の事前検討

職員が復興まちづくりへの理解と知見を得るための、復興
訓練を実施する。

復興訓練の実施

どのような基礎データがあるのかを確認し、まちの課題を
分析しておく。不足データの追加・充実、継続的な更新
等、基礎データを整備しておく。

基礎データの事前整理、分析

市町村での被害想定とまちの課題をもとに、被災後の
復興まちづくりの目標と実施方針を検討しておく。

復興における目標等の事前検討

（参考）復興まちづくりのための事前準備の取組内容

体制

手順

訓練

基礎
データ

目標

注：数値は、小数点以下を四捨五入

1



検討済みである

（①）

411自治体

(33%)

検討済みで

ある（②）

93自治体

(8%)

検討段階である

459自治体

(37%)

検討していない

269自治体

(22%)

(N=1232)

検討済みである

（①）

593自治体

(48%)

検討済みで

ある（②）

123自治体

(10%)

検討段階である

438自治体

(36%)

検討していない

78自治体

(6%)

(N=1232)

復興体制の事前検討

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

体制

■個別の取組(５項目)の検討状況 ＜凡例＞
・検討済みである（①）：地域防災計画等に位置づけをしている 
・検討済みである（②）：地域防災計画等には位置づけしていない

復興手順の事前検討手順

2

【検討済み、検討段階の内訳】

【検討済み、検討段階の内訳】

注：数値は、小数点以下を四捨五入

682

693

215

85

148

0 200 400 600 800

被災時の対応として、庁内の復興推進体制

(災害復興本部の立ち上げ)を整理する（した）

庁内関係各課での役割分担（都市、住宅、

生活、産業等の復興等）を整理する（した）

被災後の復興まちづくり等における住民

との関わり（方法など）を整理する（した）

学識経験者やコンサルタントとの

協力体制を整理する（した）

その他

（件）

※複数回答(N=1143)

558

539

129

139

0 200 400 600

被災後の対応として、復興まちづくり

の復興手順を整理する（した）

被災後の庁内関係各課の役割分担も

含めた復興手順を整理する（した）

被災後の住民や事業者との役割分担も

含めた復興手順を整理する（した）

その他

（件）

※複数回答(N=947)



基礎データの事前整理

又は分析を行っている

171自治体

(14%)

基礎データの

事前整理又は

分析を行うことの

検討段階である 

273自治体

(22%)

検討していない

788自治体

(64%)

(N=1232)

検討済みである

122自治体

(10%)

訓練の実施の

検討段階である

157自治体

(13%)

検討していない

953自治体

(77%)

(N=1232)

197

51

57

0 100 200 300

職員の人材育成として、復興まちづくりイメージ

トレーニングや復興手順等の訓練を実施する（した）

住民を対象とした訓練（復興イメージトレー

ニングや計画検討など）を実施する（した）

その他

（件）

※複数回答(N=263)

227

133

88

139

75

0 50 100 150 200 250

基礎情報の定期的な更新

不足する基礎情報の整備

地籍調査の実施

被害想定と、都市計画情報等の

重ね合わせによる課題の抽出

その他

（件）

※複数回答(N=431)

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■個別の取組(５項目)の検討状況

手順

復興訓練の実施訓練

基礎データの事前整理、分析
基礎
データ

3

【検討済み、検討段階の内訳】

【検討済み、検討段階の内訳】

注：数値は、小数点以下を四捨五入



検討済みである（①）

52自治体

(4%)

検討済みである（②）

83自治体

(7%)

検討段階である

350自治体

(28%)

検討していない

747自治体

(61%)

(N=1232)

290

204

126

97

44

88

0 100 200 300 400

復興事前準備を検討していくことや

考え方をとりまとめる（た）

復興まちづくりの目標や方針を定める（た）

復興まちづくりに向けた

取組内容・方針を定める（た）

被災後にどのように住民等と関わり、復興まち

づくりを進めていくのかを定める（た）

高台移転等、実際の事業も見据えて復興

まちづくりの実施手法を定める（た）

その他

（件）

※複数回答(N=480)

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■個別の取組(５項目)の検討状況 ＜凡例＞
・検討済みである（①）：地域防災計画等に位置づけをしている 
・検討済みである（②）：地域防災計画等には位置づけしていない

復興における目標等の事前検討目標

4

【検討済み、検討段階の内訳】

注：数値は、小数点以下を四捨五入



検討済み又は

検討段階である

678自治体
(61%)

検討していない

436自治体

(39%)

(N=1114)

検討済み又は

検討段階である

554自治体
(82%)

検討していない

120自治体

(18%)

(N=674)

5

7

4

10

16

4

6

7

9

2

0 10 20

市町村による被災後の復興計画策定や

復興まちづくり事業の実施に向けた手順

に関するガイドライン等作成

市町村による被災前の復興事前

準備や事前復興まちづくり計画

に関するガイドライン等作成

災害発生時に策定する復興計画の

指針となる都道府県の復興基本

方針や復興計画の事前作成

市町村職員向け復興訓練の機会提供

市町村職員向け復興事前準備に

関する講習会や勉強会の開催

市町村による事前復興まちづくり計画検討

の取組に関する経費の支援

市町村による事前復興まちづくり計画の

検討を支援する都道府県体制の構築

大規模災害に関する被害想定の実施と情報提供

都道府県における復興事前準備に関連

する内容の地域防災計画や都市計画区域

マスタープランへの位置づけ

その他

（件）

※複数回答(N=18)

〇市町村への支援を行っていない都道府県（      県）内における
 市町村の取組状況

〇市町村への支援を行う都道府県（      県）内における
市町村の取組状況

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■都道府県による市町村への支援内容

〇市町村に対して様々な支援や情報提供を行っている都道府県の具体な取組内容をみると、「復興事前準備
に関する講習会や勉強会の開催」「市町村職員向け復興訓練の機会提供」が多い。

〇市町村に対して復興事前準備を促している都道府県では、市町村の取組着手率が高い傾向にある。

5注：数値は、小数点以下を四捨五入

１８

２９



644

448

42

88

146

0 500 1,000

復興体制

復興手順

復興訓練の実施

基礎データの整理等

復興における目標

（件）

※複数回答

(N=729)

38

24

16

24

50

0 20 40 60

復興体制

復興手順

復興訓練の実施

基礎データの整理等

復興における目標

（件）

※複数回答

(N=108)

109(8%)

759(42%)

1289(92%)

1029(58%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市計画マスタープラン

(N=1398)

地域防災計画

(N=1788)

位置付けている 位置付けていない

（参考）ガイドラインで地域防災計画及び都市計画マスタープランに位置づけることを推奨している内容

地域防災計画

都市計画マスタープラン

復興訓練の実施復興体制 復興手順

復興における目標

■地域防災計画、都市計画マスタープランへの位置付け状況

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

〇地域防災計画に位置づけている内容 〇都市計画マスタープランに位置づけている内容

6

（件）

注：数値は、小数点以下を四捨五入

※行政区域全域が
都市計画区域外で
ある団体を除く



〇事前復興まちづくり計画の策定状況

■事前復興まちづくり計画の策定状況

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

〇事前復興まちづくり計画のとりまとめのタイプ
（計画策定済み又は策定作業中の自治体が回答）

注：数値は、小数点以下を四捨五入

7

１つ選んで番号を記入→

【とりまとめの方法のタイプ】
単独型

事前復興まちづくり計画の内容を
全て記載

盛込み型

＜復興まちづくりに関する章＞

章に事前復興まちづくり計画の内容を
全て記載

事前復興
まちづくり
計画

〇〇計画
（既存の他
の計画）

＜復興まちづくりに関する章＞
章に復興まちづくりの目標や実施方針等を記載

〇〇計画
（既存の他
の計画）

盛込み型（別途手引き作成）

復興まち
づくりの
手引き

体制や手順等に関する内容を記載

項目 想定される記載内容の例示

①検討の前提となる
被害想定やまちの課題

・地域特性と想定される被害の分布、規模等の整理

・復興時の市街地整備等の課題

②復興まちづくりの
目標・実施方針

・市町村全域の復興まちづくりの目標

・基本的な考え方（人口や事業規模）

・将来の都市構造

・復興まちづくりの方針

・分野別の復興まちづくりの方針

③目標の実現に向けた課題 ・目標を実現するための課題

④課題解決
のための
方策

事前に決めて
おくべき事項

・体制に関わること

・手順に関わること

・復興まちづくりの工程に関すること
（長期間にわたることへの対応、応急仮設住宅用地の確保等）

事前に実施
すべき事項

・市町村職員の能力向上に関わること（職員訓練）

・住民との合意に関わること（住民との復興訓練等）

・基礎データの整備に関すること（地籍調査等）

・防災・減災対策

（参考）「事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン（令和５年7月公表）」での事前復興まちづくり計画の記載内容ととりまとめのタイプ

※都道府県については、事前復興まちづくり計画策定指針等も計画策定の対象としています。

策定済みである

３７自治体

(2%)

策定作業中である

27自治体

(2%)

策定することを

検討中である

405自治体
(23%)

検討していない

1319自治体

(74%)

(N=1788)

単独型

45自治体

(70%)

盛込み型

14自治体

(22%)

盛込み型（別途手引き作成）

5自治体

(8%)

(N=64)



■都道府県別の取組状況

（取組状況の凡例 ：いずれかの取組を「検討済み」または「検討段階」と回答した自治体 ：いずれの取組も「検討していない」自治体）

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

8

(N=1788)

都道府県名 取組状況 都道府県名 取組状況 都道府県名 取組状況

北海道 15 新潟県 33 岡山県

青森県 16 富山県 34 広島県

岩手県 17 石川県 35 山口県

宮城県 21 岐阜県 36 徳島県

秋田県 22 静岡県 37 香川県

山形県 23 愛知県 38 愛媛県

福島県 24 三重県 39 高知県

茨城県 18 福井県 40 福岡県

栃木県 25 滋賀県 41 佐賀県

群馬県 26 京都府 42 長崎県

埼玉県 27 大阪府 43 熊本県

千葉県 28 兵庫県 44 大分県

東京都 29 奈良県 45 宮崎県

神奈川県 30 和歌山県 46 鹿児島県

山梨県 31 鳥取県 47 沖縄県

長野県 32 島根県

81 99

12 29

32 2

26 10

10 16

23 13

31 29

36 9

18 8

16 20

52 12

42 13

61 2

31 3

17 11

52 26

20 11

6 10

15 5

22 21

36

49 6

24 6

10 8

11 9

15 12

33 11

32 10

37 3

26 5

13 7

12 8

18 10

10 14

11 9

25

17 1

19 2

31 4

46 15

20 1

15 7

29 17

16 3

22 5

24 20

28 14



北海道

青森

秋田 岩手

宮城
山形

福島

栃木
群馬

茨城

千葉

埼玉
東京

神奈川

新潟

長野

山梨

静岡
愛知

石川
富山

岐阜
福井

滋賀

三重

京都

奈良
和歌山

兵庫
大阪

鳥取
島根

山口
香川
徳島愛媛

高知

広島
岡山

福岡

宮崎

大分

鹿児島

熊本
長崎
佐賀

沖縄

9

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

〇太平洋側の沿岸地域（南海トラフ地震、首都直下地
震の想定地域）において、実施率が高い状況である。

出典：「国土数値情報（行政区域データ）」（国土交通省）を加工して作成

実施率

0%

20%

40%

60%

80%

100％



取組状況

全体
（ 自治体）

自治体種類 取組状況

政令指定都市
（ 自治体）

特別区
（ 自治体）

特例市
（ 自治体）

中核市
（ 自治体）

その他の市
（ 自治体）

町村
（ 自治体）

20

23

23

62

687

926

1788

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■自治体種類別の検討状況

（取組状況の凡例 ：いずれかの取組を「検討済み」または「検討段階」と回答した自治体（％） ：いずれの取組も「検討していない」自治体（％）） 10

〇取組着手率は、政令指定都市が約85％、特例市が約83％、中核市が約81％など、自治体の規模が大き
くなるにつれて高い傾向がみられる。

〇小規模自治体の町村においては、全体の着手率約69％よりは低いものの、昨年度と比較すると増加傾向で
ある。（約62％→約64％）

＜参 考＞

1232(69%) 556(31%)

17(85%) 3(15%)

23(100%) 0(0%)

19(83%) 4(17%)

50(81%) 12(19%)

495(72%) 192(28%)

590(64%) 336(36%)

(N=1788)



復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

想定される災害種類 取組状況

南海トラフ地震
（地震・津波被害）

（ 自治体）※１

南海トラフ地震
（津波被害）

（ 自治体）※２

首都圏で発生する地震等の災害
（地震・津波被害）

（ 自治体）※３

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
（地震・津波被害）

（ 自治体）※４

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
（津波被害）

（ 自治体）※５

11

■想定される災害種類別の検討状況

（取組状況の凡例 ：いずれかの取組を「検討済み」または「検討段階」と回答した自治体（％） ：いずれの取組も「検討していない」自治体（％））

〇取組着手率は、南海トラフ地震の被害想定地域で約76％、うち津波被害想定地域で約92％、首都直下
地震の被害想定地域で約81％と、大規模災害の被害が想定される地域で高い傾向。

〇日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域については、全体よりも低い着手率であるが半数
以上は取り組んでいる。

※１ 南海トラフ地震防災対策推進地域に指定されている市区町村（震度６弱以上、津波高３ｍ以上で海岸堤防が低い地域等）
※２ 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定されている市区町村（津波により30cm以上の浸水が地震発生から30分以内に生じる地域等）
※３ 首都直下地震緊急対策区域に指定されている市区町村（震度６弱以上、津波高３ｍ以上で海岸堤防が低い地域等）
※４ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域に指定されている市区町村（震度６弱以上、津波高３ｍ以上で海岸堤防が低い地域等）
※５ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域に指定されている市区町村（津波により30cm以上の浸水が地震発生から40分以内（茨城県以南は30分以内）に生じる地域等）

取組状況

全体
（1788 自治体）

＜参 考＞

1232(69%) 556(31%)

139

309

272

108

(N=1788)

128(92%) 11(8%)

250(81%) 59(19%)

162(60%) 110(40%)

62(57%) 46(43%)

551(76%) 172(24%)
723



実施したことがある

30自治体

(2%)

実施したことはないが、

今後実施する予定がある

90自治体

(7%)

実施したことがなく、

今後も実施する予定はない

1112自治体

(90%)

(N=1232)

73

23

25

21

0 20 40 60 80

３D都市モデル等の活用による

想定される被災状況の表現

３D都市モデル等の活用による

復興後のまちの姿を検討する

通信技術等を用いた復興訓練の実施

その他

（件）

※複数回答(N=120)

復興まちづくりのための事前準備の取組状況（令和７年７月末時点）

■復興事前準備に関するデジタル技術の活用実績と今後の意向

12

（５つの取組のうち、いずれかの取組について「検討済み」又は「検討段階である」自治体の回答） ※未回答の自治体を除く

〇復興事前準備に関するデジタル技術の活用を確認したところ、実績がある自治体は30自治体にとどまった。

〇今後、活用を予定している自治体を含め、実施済み、実施予定の取組内容をみると、「３D都市モデル等の
活用による想定される被災状況の表現」が多くなっている。

【実施済み、実施予定の内訳】

注：数値は、小数点以下を四捨五入
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